
   越谷市潜在保育士就職奨励補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市は、市内の保育士等の確保及び定着の促進を図るため、保育所

等に新たに就職し、継続して勤務する潜在保育士に対し、予算の範囲内

において越谷市潜在保育士就職奨励補助金（以下「奨励補助金」とい

う。）を交付する。 

２ 前項の奨励補助金の交付に関しては、越谷市補助金等の交付手続き等

に関する規則（平成８年規則第３１号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 保育士等 保育士又は保育教諭をいう。 

 ⑵ 保育所等 地方公共団体以外の者が設置し、かつ、市内に所在する

施設又は事業所であって、次のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。） 

   第６条の３第９項、第１０項、第１２項及び第２３項に規定する事 

   業を行う事業所であって、法第３４条の１５第２項の認可を受けた 

   もの 

  イ 法第３９条第１項に規定する保育所であって、法第３５条第４項 

   の認可を受けたもの 

  ウ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関 

   する法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」とい 

   う。）第２条第６項に規定する認定こども園 

 ⑶ 潜在保育士 保育士登録（法第１８条の１８第１項の登録をいう。） 

  を受けた日から起算して１年を超えている者であって、次のいずれか 



  に該当するものをいう。 

  ア 保育所等及び法第５９条の２第１項による届出をした認可外保育 

   施設その他法に規定する事業を実施する施設又は事業所（以下「保 

   育施設等」という。）において、保育士等としての勤務経験がない 

   者であって、保育士等として保育所等に就職したもの 

  イ 保育施設等において、保育士等としての勤務経験がある者であっ 

   て、当該保育施設等を直近で退職した日から１年以上経過しており、 

   再度保育士等として保育所等に就職したもの 

 ⑷ 常勤保育士等 次のいずれかに該当する者をいう。 

  ア 採用された保育所等の就業規則において定められている常勤の従 

   業者が勤務すべき時間数（１か月に勤務すべき時間数が１２０時間 

   以上であるものに限る。）に達している保育士等 

  イ ア以外の保育士等であって、１日６時間以上かつ月２０日以上勤 

   務する者 

 ⑸ 非常勤保育士等 月８０時間以上勤務する保育士等をいう。ただし、

前号に掲げる者を除く。 

 （補助対象者） 

第３条 奨励補助金の交付の対象となる者は、潜在保育士であって、次の

各号のいずれにも該当する者とする。 

 ⑴ 第６条の規定による交付の申請の日（以下「申請日」という。）時 

  点において、保育所等に保育士等として月８０時間以上勤務する者 

 ⑵ 申請日の属する年度の末日まで同一の法人が運営する保育所等に保 

  育士等として勤務する意思がある者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助

対象者としない。 

 ⑴ 過去に奨励補助金の交付を３回（年度途中に就職した潜在保育士に 

  あっては、４回）受けた者又はその交付の決定の取消しを受けた者 



 ⑵ 保育所等の設置者に、施設長、園長、管理者その他同種の職種とし 

  て雇用されている者 

 ⑶ 主として保育に従事していない者 

 ⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

  ７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定す 

  る暴力団員又は越谷市暴力団排除条例（平成２５年条例第１４号）第 

  ３条第２項に規定する暴力団関係者 

 ⑸ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）による市町村民税（同法に 

  よる特別区民税を含む。）を滞納している者 

 ⑹ 申請日時点において、賃金が発生しない休暇等を取得している者 

 ⑺ その他市長が不適当であると認める者 

 （奨励補助金の額） 

第４条 奨励補助金の額は、次の各号に掲げる保育士等の区分に応じ、当

該各号に定める額を上限とする。ただし、年度途中に就職した潜在保育

士が就職した年度に交付を受ける奨励補助金の額については、就職した

日の属する月の初日（以下「就職日」という。）から当該年度の末日ま

での月数を１２で除して得た数を乗じた額（当該額に、５０円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生

じたときはこれを１００円に切り上げた額）とする。 

 ⑴ 常勤保育士等 １年度につき２００,０００円 

 ⑵ 非常勤保育士等 １年度につき１００,０００円 

 （補助対象期間） 

第５条 補助の対象となる期間は、就職日から３年間を限度とする。 

 （交付申請） 

第６条 奨励補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、市長が別に定める期日までに、越谷市潜在保育士就職奨励補助金交

付申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 



２ 交付の申請は、奨励補助金の交付を受けようとする年度ごとに行わな

ければならない。 

３ 規則第５条第１項第２号及び第３号に掲げる事項は、記載することを

要しない。 

４ 規則第５条第２項第１号から第３号までに掲げる事項に係る書類は、

添付することを要しない。 

５ 規則第５条第２項第４号の市長が必要と認める事項を記載した書類は、

次に掲げる書類とする。 

 ⑴ 勤務証明書 

 ⑵ 保育士証の写し 

 ⑶ 履歴書 

 ⑷ 雇用契約書又は労働条件通知書の写し 

 （交付決定等） 

第７条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があったときは、

申請の内容を審査し、奨励補助金の交付を決定したときは、越谷市潜在

保育士就職奨励補助金交付決定通知書（第２号様式）により申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による審査の結果、交付すべき者が多数のときは、

抽選により交付を決定するものとする。この場合において、申請日の属

する年度の前年度に奨励補助金の交付を受けている者がいる場合には、

奨励補助金の交付を初めて受けようとする者に優先して交付を決定する

ものとする。 

３ 市長は、奨励補助金の不交付を決定したときは、越谷市潜在保育士就

職奨励補助金不交付決定通知書（第３号様式）により申請者に通知する

ものとする。 

 （交付の条件） 

第８条 奨励補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）



は、就職日から当該交付決定を受けた年度の末日まで同一の法人が運営

する保育所等に勤務しなければならない。 

 （変更の届出等） 

第９条 交付決定者は、交付申請の内容に変更（交付決定額に変更が生じ

るものを除く。）が生じたときは、越谷市潜在保育士就職奨励補助金状

況変更届（第４号様式）に、当該変更の内容を証明する書類を添付して、

速やかに市長に提出するものとする。 

２ 交付決定者は、交付申請の内容を変更（交付決定額に変更が生じるも

のに限る。）しようとする場合においては、越谷市潜在保育士就職奨励

補助金変更承認申請書（第５号様式）に関係書類を添えて、市長に申請

しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

当該申請が適当であると認めるときは、越谷市潜在保育士就職奨励補助

金変更承認決定通知書（第６号様式）により決定者に通知するものとす

る。 

 （交付決定の取消し） 

第１０条 市長は、交付決定者が、規則第１９条第１項第１号若しくは第

３号に該当するとき又は第８条の規定による交付の条件に反すると認め

るときは、奨励補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、越谷市潜在

保育士就職奨励補助金交付決定取消通知書（第７号様式）により交付決

定者に通知するものとする。 

 （報告書の様式等） 

第１１条 規則第１５条第１項の報告書の様式は、第８号様式のとおりと

し、交付決定者は、市長が別に定める期日までに、交付決定を受けた年

度の３月末日まで勤務することを証明する書類を添付して、市長に提出



するものとする。 

 （奨励補助金の額の確定通知） 

第１２条 規則第１６条第１項の規定による奨励補助金の額の確定通知は、

第９号様式により行うものとする。 

 （奨励補助金の返還） 

第１３条 市長は、第１０条の規定により奨励補助金の交付決定を取り消

した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に助成金が交付さ

れているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか奨励補助金の交付に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 （適用区分） 

２ この告示の規定は、この告示の適用の日以後に就職した潜在保育士に

ついて適用する。 


